
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
無線システムにおける基地局（３１２、３１４、３１６、６１２、６１４、６１６）の送
信強度レベルを制御する方法において、当該方法が、
前記基地局（３１２、３１４、３１６、６１２、６１４、６１６）の送信強度レベルを少
なくとも最小スレッショルド強度レベルに維持する段階；及び、
前記送信強度レベルが少なくともある時間期間の所定の割合だけ前記最小スレッショルド
強度レベル（４２０）に等しいことに応答して前記最小スレッショルド強度レベルをスレ
ッショルドステップサイズ分だけ調節する段階；
を有すること送信強度レベル制御方法。
【請求項２】
前記維持段階が、さらに、
ある時間間隔に係る強度制御情報を受信する段階；及び、
前記基地局の前記送信強度レベルを前記最小スレッショルド強度レベル（４２０）方向へ
調節することを示す前記強度制御情報に応答して、及び、前記基地局の前記送信強度レベ
ルが前記最小スレッショルド強度レベル（４２０）から１ステップサイズ以内にあるとい
うことに応答して、前記基地局の前記送信強度レベルを前記最小スレッショルド強度レベ
ルに調節する段階；
を有することを特徴とする請求項１に記載の送信強度レベル制御方法。
【請求項３】
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前記強度制御情報受信段階が、
複数個の基地局（３１２、３１４、３１６）の各々が各時間間隔に関して強度制御情報を
受信する段階；ここで、前記複数個の基地局（３１２、３１４、３１６）は同一のソフト
ハンドオフに参加している；
を有しており、前記基地局の前記最小スレッショルド強度レベル（４２０）を調節する前
記段階が、
前記複数個の基地局（３１２、３１４、３１６）の各々において受信された前記強度制御
情報をプロセッサ（３２８）に転送する段階；
前記基地局（３１２、３１４、３１６）の全てからの送信強度レベルが前記時間間隔のう
ちの少なくとも所定の割合だけ前記最小スレッショルド強度レベル（４２０）に実質的に
等しいことに応答して前記最小スレッショルド強度レベルをスレッショルドステップサイ
ズだけ調節する段階；及び、
前記調節された最小スレッショルド強度レベルを各基地局（３１２、３１４、３１６）宛
に転送する段階；
を有していることを特徴とする請求項２に記載の送信強度レベル制御方法。
【請求項４】
前記強度制御情報受信段階が、
複数個の基地局（６１２、６１４、６１６）の各々が各時間間隔に関して強度制御情報を
受信する段階；
を有しており、前記基地局（６１２、６１４、６１６）の前記送信強度レベル調節段階が
、
前記送信強度レベルを前記最小スレッショルド強度レベル方向へ調節することを示す前記
各基地局（６１２、６１４、６１６）で受信された前記強度制御情報に応答して、及び、
前記基地局（６１２、６１４、６１６）の前記送信強度レベルが前記最小スレッショルド
強度レベルから１ステップサイズ以内にあるということに応答して、各前記基地局（６１
２、６１４、６１６）が送信強度レベルを前記最小スレッショルド強度レベルに調節する
段階；
を有しており、及び、
前記最小スレッショルド強度レベル調節段階が、
前記各基地局（６１２、６１４、６１６）において受信された前記送信強度レベルが時間
間隔のうちの少なくとも所定の割合だけ前記最小スレッショルド強度レベルに等しいとい
うことに応答して前記各基地局（６１２、６１４、６１６）がそれぞれの最小スレッショ
ルド強度レベルを調節する段階；
を有していることを特徴とする請求項２に記載の送信強度レベル制御方法。
【請求項５】
無線システムにおける基地局（３１２、３１４、３１６、６１２、６１４、６１６）の送
信強度レベルを制御する方法において、当該方法が、
時間間隔に係る強度制御情報を受信する段階；及び、
前記送信強度レベルが時間期間の少なくとも所定の割合の間前記スレッショルド強度レベ
ルに等しいことに応答して前記スレッショルド強度レベルをスレッショルドステップサイ
ズだけ調節する段階；
を有することを特徴とする送信強度レベル制御方法。
【請求項６】
無線システムにおける複数個の基地局のうちの少なくとも一つにおける送信強度レベルを
制御する方法において、各基地局がソフトハンドオフに参加しており、当該方法が、
前記基地局の送信強度レベルを少なくとも最小スレッショルド強度レベルに維持する段階
；ここで、前記送信強度レベルは複数個の時間期間のうちの少なくとも５０％の間前記最
小スレッショルド強度レベルに等しい；
を有することを特徴とする送信強度レベル制御方法。
【発明の詳細な説明】
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【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は無線通信に関し、特に、無線通信システムにおけるソフトハンドオフの間でのフ
ォワードリンクパワー制御に関する。
【０００２】
【従来の技術】
無線通信システムは、大量のシステムユーザによる相互通信を実現する目的で、符号分割
多重アクセス（“ＣＤＭＡ”）変調技法を利用する。この種のシステムは、各々の信号が
、擬似ランダム雑音（“ＰＮ”）シーケンスなどの拡散シーケンス、及び、ワルシュ（Ｗ
ａｌｓｈ）符号などの直交拡散シーケンスによって符号化されるために正常に機能する。
この符号化により、レシーバにおける信号分離と信号再構成が可能になる。代表的なＣＤ
ＭＡシステムにおいては、通信は、各チャネルに相異なった拡散シーケンスを用いること
によって実現される。このことは、複数個の送信される信号が同一の帯域を共有すること
を可能にする。送信された信号の中の個々のものは、全信号から当該信号を逆拡散（ｄｅ
ｓｐｒｅａｄ）することによって通信チャネルから回復される。逆拡散は、トランスミッ
タによって実装された拡散シーケンスに関連する既知のユーザの逆拡散シーケンスを用い
ることによって実現される。
【０００３】
図１は、ＣＤＭＡシステム１００を示している。ＣＤＭＡシステム１００によってサービ
スを提供されている地理的領域は、“セル”と呼称される空間的に相異なった複数個の領
域に分割されている。図１においてはセル１０２、１０４、１０６がハニカムパターンに
配置された六角形として描かれているが、各々のセルは、実際には、そのセルの周囲の地
域の地形に依存した不規則な形状を有している。各々のセル１０２、１０４、１０６は、
それぞれ一つの基地局１１２、１１４、及び１１６を有している。各基地局１１２、１１
４、及び１１６は、移動体交換センター（“ＭＳＣ”）１２０と通信するための装置を有
しており、ＭＳＣは、公衆交換電話ネットワーク（ＰＳＴＮ）などの地域及び／あるいは
長距離伝送ネットワーク１２２によって接続されている。各基地局１１２、１１４、及び
１１６は、さらに、移動体（モバイル）端末１２４、１２６と通信する目的で基地局が使
用する無線設備及びアンテナを有している。
【０００４】
ＣＤＭＡシステム１００において通話が設定されると、モバイル端末１２４は、最も強く
受信されたパイロット信号を発した基地局、この場合は基地局１１２、と通信する。基地
局１１２及びモバイル端末１２４は、フォワードリンク及びリバースリンクを介して通信
する。フォワードリンクは基地局からモバイル端末へ信号を送信するための通信チャネル
を含んでおり、リバースリンクはモバイル端末から基地局へ信号を送信するための通信チ
ャネルを含んでいる。基地局１１２は、本明細書においてフォワード制御チャネルと呼称
される通信チャネルを介してモバイル端末１２４宛に制御情報を送信し、本明細書におい
てフォワードトラフィックチャネルと呼称される通信チャネルを介して音声あるいはデー
タを送信する。モバイル端末１２４は、本明細書においてリバース制御チャネルと呼称さ
れる通信チャネルを介して基地局１１２宛に制御情報を送信し、本明細書においてリバー
ストラフィックチャネルと呼称される通信チャネルを介して音声あるいはデータを送信す
る。通信チャネルは、フレームと呼称される２０ミリ秒毎の時間期間に組織化されている
。フォワードトラフィックフレームはフォワードトラフィックチャネルを介して送信され
るフレームであり、リバーストラフィックフレームはリバーストラフィックチャネルを介
して送信されるフレームである。
【０００５】
同時に送信されうる信号数は、本明細書において強度割合と呼称される、送信される信号
の各々の総信号強度に対する比率によって制限される。よって、信号の各々の強度割合を
低減することは、無線通信システムの容量を増大する。しかしながら、信号の強度割合を
低減することによって、その信号内のエラーの個数が増大する。強度制御の目的は、信号
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の強度レベルを調節して、強度割合を、信号におけるエラーの個数を受認可能なレベルに
保ったままシステムの容量を最大化することが可能となるようなレベルに可能な限り近く
保つことである。フォワードリンク強度制御は、モバイル端末におけるフレームエラーレ
ートを一定に維持する目的で、基地局の出力強度を変化させる。フレームエラーは、フレ
ーム内に単一あるいは複数個の修正不能なビットエラーが発生した場合に発生する。フレ
ームエラーレートは、フレームエラーの個数を観測された総フレーム数で除したものであ
る。目標とするフレームエラーレートは、所望されるシステム性能に依存して通常１％か
ら３％の間であるが、信号品質に悪影響を与えることなく強度を最小化するように選択さ
れる。フレームエラーレートが目標とするフレームエラーレートを超過した場合には、信
号の有用性が低減され、フレームエラーの個数を低減するために強度レベルが増大される
。フレームエラーレートが目標とするフレームエラーレートより低い場合には、強度レベ
ルが最適強度レベルを超過しており、強度レベルが低減される。
【０００６】
モバイル端末がソフトハンドオフ状態にある場合には、ソフトハンドオフに係る全ての基
地局がフォワードリンク強度制御に含まれる。モバイル端末１２６が複数個の基地局、こ
こでは基地局１１２、１１４、及び１１６、からかなり強力なパイロット信号を受信する
場合には、モバイル端末はソフトハンドオフ状態にある。この状況は、通常、モバイル端
末１２６がセルの端部に近接している場合に発生する。３つの基地局１１２、１１４、及
び１１６の全てが、モバイル端末１２６宛に、対応するフォワード制御チャネルを介して
制御情報を、及び、対応するフォワードトラフィックチャネルを介して音声あるいはデー
タを送信する。ソフトハンドオフ状態では、モバイル端末１２６は、基地局１１２、１１
４、及び１１６の全てに対して、対応するリバース制御チャネルを介して制御情報を、及
び、対応するリバーストラフィックチャネルを介して音声あるいはデータを送信する。
【０００７】
基地局１１２、１１４、及び１１６は、フォワードトラフィックフレームを送信する。各
フォワードトラフィックフレームは、音声あるいはデータ、及び、通常循環冗長符号（Ｃ
ＲＣ）の形式でのエラー制御情報を含んでいる。これに対して、各リバーストラフィック
フレームは、音声あるいはデータ、及び、最後に受信されたフォワードトラフィックフレ
ームがエラーを含んでいたか否かを示すエラーインジケータビット（ＥＩＢ）を含んでい
る。モバイル端末１２６は、３つ基地局１１２、１１４、及び１１６の全てからの送信を
受信し、これらの全てからの信号を組み合わせてフォワードトラフィックフレームを得る
。その後、モバイル端末１２６は、組み合わせられた信号のＣＲＣをチェックしてフォワ
ードトラフィックフレームがエラー状態にあるか否かを決定する。モバイル端末１２６は
、次に送信するリバーストラフィックフレーム中のＥＩＢを用いて３つの基地局１１２、
１１４、及び１１６の全てに対してこの決定を通知する。例えば、エラーインジケータビ
ットがゼロの場合にはフォワードトラフィックフレームはエラー状態に無いことを示して
おり、正のエラーインジケータビットはフォワードトラフィックフレームがエラー状態に
あることを示す。モバイル端末からリバーストラフィックフレームを受信すると、基地局
はＥＩＢを分配選択ユニット（ＳＤＵ）１２８宛に送出する。ＳＤＵ１２８は３つのＥＩ
Ｂの全てを調査し、これらＥＩＢの多数がフォワードトラフィックフレームにエラーが発
生したことを示しているか否かを決定する。その後、ＳＤＵ１２８は、３つの基地局の全
てに対して、そのフォワードリンクの強度を調節すべきか否か、及び、どのように調節す
べきかを通知する。例えば、モバイル端末１２６は、フォワードトラフィックフレームに
エラーが発生したことを示すＥＩＢを送出する。基地局１１２及び１１６は、フレーム中
にエラーが存在することを示すＥＩＢを受信する。しかしながら、モバイル端末１２６と
基地局１１４との間のリバーストラフィックリンクにおける干渉のために、基地局１１４
は、フレームにエラーが存在しないことを示すＥＩＢを受信する。これら３つのＥＩＢ全
てを受信して調査した後、ＳＤＵ１２８はエラーが発生したフレームが存在することを決
定し、３つの基地局の全てに対してフォワードリンクの強度を増大させることを指示する
。通常、ＥＩＢをＳＤＵ宛に送出し、ＳＤＵが決定して基地局宛に通知するためにはおよ
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そ５フレームが必要である。
【０００８】
それゆえ、ソフトハンドオフ状態にある従来技術に係るＣＤＭＡ無線通信システムにおい
ては、現時点の強度制御情報の受信と当該情報に基づく強度制御決定との間には５フレー
ム、すなわち１００ミリ秒、の遅延が存在する。ＣＤＭＡ２０００無線通信システムにお
いては、強度制御の速度は８００Ｈｚである。各フレームは、本明細書において強度制御
グループと呼称される１６個の１．２５ミリ秒の時間間隔を有している。本明細書におい
て強度制御ビットと呼称される強度制御情報は１．２５ミリ秒毎、すなわち、全ての強度
制御グループにおいて王出される。それゆえ、強度制御決定における１００ミリ秒の遅延
の間に、各基地局はあらたな強度制御情報を８０回受信する。その時刻までに、ＳＤＵは
基地局にフォワードリンクの強度をどのように調節するかを通知するが、ＳＤＵがこの決
定をなすために依拠した情報はこのように多くの回数更新されてしまっているために、正
確とも不正確ともつかない状態になっている。１００ミリ秒前の情報に基づいて決定をな
すことにより、１．２５ミリ秒毎に強度制御情報を供給することの利点の大部分が失われ
てしまう。
【０００９】
基地局における強度制御決定を実行することによって強度制御情報をＳＤＵ宛に送出して
さらにそれを基地局宛に返送させる段階を除去することにより、強度制御情報をそれが古
くなる前に用いることが可能になる。しかしながら、このことによって、別の重要な問題
が生ずる。前述されているように、３つの基地局は、リバースリンクでの干渉及びフェー
ジングのために、相異なった強度制御信号を受信する可能性がある。それゆえ、ある基地
局の強度レベルは上がって他の基地局の強度レベルは下がり、これらの基地局のフォワー
ドリンクの強度レベル間で相違が生じる。モバイル端末は基地局からの最も強い信号；以
下、プライマリ基地局と呼称される；を受信し、他の基地局からはより弱い信号；以下、
セコンダリ基地局と呼称される；を受信する。プライマリ基地局が、信号があまりに多く
のエラーを有さずに受信されるように、充分な強度で信号を送出することを保証するため
には、セコンダリ基地局はあまりにも多くの強度を実現しなければならないことになる。
セコンダリ基地局は、あまりにも多くの強度を実現するとその容量が低減させられ、この
ことによってＣＤＭＡシステム１００の容量が低減させられる。この問題は、最も強いフ
ォワードリンクを有する基地局が最も強いリバースリンクを有する基地局ではない場合に
より悪化させられる。
【００１０】
図１及び図２はこの問題をより詳細に示している。図２は、トラフィックチャネルの強度
レベルの時間変化を例示したものである。時刻Ｔでは、３つの基地局１１２、１１４、及
び１１６は同一の強度レベルＰである。モバイル端末１２６は、フォワードリンクの強度
を上昇させるように強度制御ビットを送出する。基地局１１２及び１１６は強度を増大さ
せることを要求する強度制御ビットを受信し、それゆえ、フォワードリンクの強度レベル
をステップバイステップで増大させる。しかしながら、モバイル端末１２６と基地局１１
４との間のリバーストラフィックリンクにおける干渉のために、基地局１１４は強度を減
少させることを要求する強度制御ビットを受信し、それゆえ、フォワードリンクの強度レ
ベルを徐々に減少させる。基地局１１４は最強のフォワードリンクであったがフォワード
リンクの強度レベルを低減したために、モバイル端末１２６は依然として所望の強度で信
号を得ることができない。モバイル端末１２６は、さらに、基地局がフォワードリンクの
強度を増加させることを要求する強度制御ビットを送信する。リバーストラフィックリン
クが改善しない場合には、基地局１１４は、他の基地局が正確な強度制御ビットを受信す
る一方で、再び不正確な強度制御ビットを受信する可能性がある。このことは、基地局１
１４からのフォワードリンクの強度レベルを低下させ、基地局１１２及び１１６からのフ
ォワードリンクの強度レベルを増大させる。モバイル端末１２６は、フォワードリンクの
強度の増強を要求する強度制御ビットを再度送信する。
【００１１】
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時刻Ｔ＋２．５において、基地局１１４はようやく正確な強度制御ビットを受信し、その
フォワードリンクの強度レベル１３０を増大させる。このことはＴ＋５まで反復され、こ
の時点でモバイル端末１２６はようやく受容可能な強度レベルで信号を受信する。基地局
１１２及び１１６も、強度レベルを増大させる強度制御ビットを受信するため、フォワー
ドリンクの強度レベル１４０及び１５０を増大させる。よって、これら二つの基地局は必
要とされるよりも遙かに多い強度を生成しており、このためにこれら２つの基地局の容量
が低減され、それゆえ、ＣＤＭＡシステム１００の容量が低減させられる。
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
従って、ソフトハンドオフ状態において、複数個の基地局の強度レベル間のばらつきを低
減しつつ強度を迅速に制御する方法が必要とされている。
【００１３】
【課題を解決するための手段】
本発明は、前述された課題を、ソフトハンドオフ状態にある各基地局に、当該基地局によ
ってフォワードリンクに送信される強度を制御する目的のスレッショルド強度レベルをプ
ログラムすることによって解決する。スレッショルド強度レベルが最小スレッショルド強
度レベルである場合には、各基地局は送信強度をその最小スレッショルド強度レベルある
いはそれ以上で維持する。スレッショルド強度レベルが最大スレッショルド強度レベルで
ある場合には、各基地局は送信強度をその最大スレッショルド強度レベルあるいはそれ以
下で維持する。全ての強度レベルが、パイロット強度レベルに対する相対値としてデシベ
ル（ｄＢ）表現されることが望ましい。
【００１４】
スレッショルド強度レベルは、調節可能なスレッショルド強度レベルあるいは固定された
スレッショルド強度レベルである。スレッショルド強度レベルが固定されている場合には
、各基地局は固定されたスレッショルド強度レベルがプログラムされ、各基地局は、他の
基地局からの入力を用いることなく、その送信強度レベルをその固定されたスレッショル
ド強度レベルに基づいて局所的にどのように調節するかを決定する。
【００１５】
スレッショルド強度レベルが調節可能な場合には、時間期間の少なくとも所定のパーセン
テージに亘って送信強度レベルが実質的にスレッショルド強度レベルに等しい場合に、ス
レッショルド強度レベルがスレッショルドステップサイズ毎に調節される。例えば、フレ
ームの強度制御グループの少なくとも５０％に亘って送信強度レベルが実質的にスレッシ
ョルド強度レベルに等しい場合には、スレッショルド強度レベルがスレッショルドステッ
プサイズ毎に調節される。各基地局が、送信強度レベルをどのように調節するかを決定す
るためには二つの方法がある。その一つにおいては、ソフトハンドオフに参加している各
基地局が、スレッショルド強度レベルを調節するプロセッサにその強度制御情報を送出し
、そのプロセッサがスレッショルド強度レベルを調節して、各基地局宛にあらたに調節さ
れたスレッショルド強度レベルを通知する。同時に、各基地局は、現時点でそれらが有し
ているスレッショルド強度レベルをそれらの送信強度レベルを局所的に調節する目的で利
用する。別の方法においては、各基地局はスレッショルド強度レベルを他の基地局からの
入力なしに局所的に調節し、スレッショルド強度レベルをその送信強度レベルを調節する
目的で利用する。
【００１６】
【発明の実施の形態】
図３はＣＤＭＡシステム３００を示している。本明細書においては、本発明の実施例がＣ
ＤＭＡシステムを用いて例示されているが、本発明はＣＤＭＡシステムにおける使用に限
定されている訳ではない。本発明は、ソフトハンドオフ機能を有するあらゆる通信システ
ムに適用可能である。
【００１７】
ＣＤＭＡシステム３００によってサービスを提供されている地理的領域は、セル１０２、
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１０４、及び１０６に分割されており、各々対応する基地局３１２、３１４、及び３１６
を有している。各基地局３１２、３１４、及び３１６は、移動体交換センター（“ＭＳＣ
”）３２０と通信するための装置を有している。ＭＳＣは、公衆交換電話ネットワーク（
ＰＳＴＮ）などの地域及び／あるいは長距離伝送ネットワーク１２２に接続されている。
各基地局３１２、３１４、及び３１６は、モバイル端末１２４、１２６と通信する目的で
使用される無線及びアンテナもそれぞれ有している。
【００１８】
各基地局には、基地局によってフォワードリンク上へ送信される強度を制御する目的で、
スレッショルド強度レベルがプログラムされている。全ての強度レベルは、パイロット信
号に対する相対値でデシベル（ｄＢ）表示されていることが望ましい。スレッショルド強
度レベルは、調節可能かあるいは固定である。
【００１９】
スレッショルド強度レベルが固定の場合には、各基地局はその固定されたスレッショルド
強度レベルがプログラムされており、各基地局は、他の基地局からの入力無しに、固定さ
れたスレッショルド強度レベルに基づいて送信強度レベルをどのように調節するかを決定
する。ソフトハンドオフ状態にある各基地局は、ソフトハンドオフ状態にあるモバイル局
と通信する際に、固定されたスレッショルド強度レベルに関して同一の値を用いるべきで
ある。この固定されたスレッショルド強度レベルは、ソフトハンドオフの開始時にプライ
マリ基地局によって決定されてセコンダリ基地局に供給されるか、あるいは、固定された
スレッショルド強度レベルが中央位置、例えばＭＳＣ３２０、において決定され、ソフト
ハンドオフ状態にある全ての基地局に対して供給される。別のソフトハンドオフ状態にあ
る基地局は、この別のソフトハンドオフ状態にあるモバイル局と通信する際に、固定され
たスレッショルド強度レベルとして同一の値あるいは別の値を用いることが可能である。
【００２０】
スレッショルド強度レベルが調節可能な場合には、各基地局がそれぞれの送信強度レベル
をどのように調節するかを決定するための方法が二つ存在する。一方の方法においては、
ソフトハンドオフに参加している各基地局がその強度制御情報を選択分配ユニットなどの
プロセッサ３２８宛に供給する。プロセッサ３２８はスレッショルド強度レベルを調節し
、各基地局に新たに調節されたスレッショルド強度レベルを通知する。その間、各基地局
は現時点でのスレッショルド強度レベルをその送信強度レベルを局所的に調節する目的で
利用する。この別の場合には、各基地局は他の基地局からの入力無しにスレッショルド強
度レベルを調節し、送信強度を調節する目的でスレッショルド強度レベルを利用する。固
定されたスレッショルド強度レベル及びプロセッサによって調節可能なスレッショルド強
度レベルは、各基地局によって調節可能なスレッショルド強度レベルより望ましい。
【００２１】
さらに、前述された各々の場合において、スレッショルド強度レベルは、最大スレッショ
ルド強度レベルか最小スレッショルド強度レベルのいずれかでありうる。あるいは、各々
の基地局は、最小スレッショルド強度レベルと最大スレッショルド強度レベルの双方を有
しうる。
【００２２】
図３、４、５及び６は、プロセッサ３２８によって調節されるスレッショルド強度レベル
が最小スレッショルド強度レベルである場合を例示している。モバイル端末１２６は、フ
ォワードリンクの送信強度レベルの調節を要求する強度制御ビット（ＰＣＢ）を送信する
。例えば、モバイル端末１２６は、基地局が送信強度レベルを増大させることを要求する
強度制御ビットを送信する。段階５００では、基地局が強度制御ビットを受信する。基地
局３１２及び３１６は、基地局がその送信強度レベルを増大することを要求する強度制御
ビットを受信する。しかしながら、モバイル端末１２６と基地局３１４との間のリバース
トラフィックリンクにおけるフェージング及び／あるいは干渉のために、基地局３１４は
、その送信強度レベルを低減することを要求する強度制御ビットを受信する。段階５１０
では、基地局３１２、３１４、及び３１６の各々が、受信された強度制御ビットが送信強
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度レベルを最小スレッショルド強度レベルに調節することを指示しているか否かをチェッ
クする。この例の場合では、各基地局が、各基地局は、強度制御ビットがその送信強度レ
ベルを低減することを指示しているか否かをチェックする。基地局３１２及び３１６に関
しては、段階５１０での答えはノーである。図４に示されているように、時刻Ｔにおいて
、これら２つの基地局は段階５２０へ進み、その送信強度レベル４１０を、強度制御ビッ
トによって表わされているように、１ステップサイズだけ増大させるように調節する。そ
の後、段階５５２において、基地局３１２及び３１６は、その送信強度レベルをプロセッ
サ３２８に通知する。プロセッサ３２８は、以下に記述されているように、最小スレッシ
ョルド強度レベルをフレーム毎に１回ずつ調節する。それゆえ、プロセッサが最小スレッ
ショルド強度レベルの値を同一に保つべきであると決定するまで、各基地局は調節された
最小スレッショルド強度レベルをプロセッサ３２８からフレーム毎に１回ずつ受信する。
通常、基地局は、調節された最小スレッショルド強度レベルをプロセッサ３２８から各フ
レーム内の同一時刻に受信する。段階５５５では、各基地局は、調節された最小スレッシ
ョルド強度レベルをプロセッサから受信する時刻であるかをチェックする。答えがノーで
ある場合には、基地局は段階５００へ戻り、次の強度制御ビットを待機する。段階５５５
での答えがイエスである場合には、段階５６０において、各基地局は調節された最小スレ
ッショルド強度レベル４２０をプロセッサ３２８から受信し、その最小スレッショルド強
度レベルを調節された最小スレッショルド強度レベルに変更する。その後、基地局は段階
５００へ戻り、次の強度制御ビットを待機する。
【００２３】
基地局３１４に関しては、段階５１０での答えがイエスであり、段階５３０へ進んで、送
信強度レベル４３０が最小スレッショルド強度レベル４２０から１ステップサイズいない
であるか否かがチェックされる。段階５３０での答えがノーである場合は、段階５４０に
おいて、基地局はその送信強度レベルを１ステップサイズだけ低減し、段階５５２におい
てその送信強度レベルをプロセッサ３２８に通知し、調節された最小スレッショルド強度
レベルをプロセッサから受信する時刻であるか否かをチェックして、段階５００に戻る。
この事例のように、段階５３０での答えがイエスである場合には、基地局３１４は段階５
５０へ進み、その送信強度レベル４３０を最小スレッショルド強度レベル４２０に等しい
ように調節する。段階５５２においては、基地局３１４はその送信強度レベル４３０をプ
ロセッサ３２８に通知し、段階５５５において、調節された最小スレッショルド強度レベ
ルをプロセッサから受信する時刻であるか否かをチェックする。答えがノーである場合に
は、基地局は段階５００へ戻り、次の強度制御ビットを待機する。段階５５５での答えが
イエスである場合には、段階５６０において、基地局は調節された最小スレッショルド強
度レベル４２０をプロセッサ３２８から受信し、その最小スレッショルド強度レベルを調
節された最小スレッショルド強度レベルに変更する。その後、基地局は段階５００へ戻り
、次の強度制御ビットを待機する。
【００２４】
基地局３１４が最強のフォワードリンクを有していてそのフォワードリンクの送信強度レ
ベル４３０を低減したため、モバイル端末１２６は依然として信号を所望の強度で受信し
ない。モバイル端末１２６は、基地局がフォワードリンクの強度を増大させることを要求
する別の強度制御ビットを送信する。段階５００において、基地局３１２及び３１６は、
基地局がその強度を増大させることを要求する強度制御ビットを受信し、前述された段階
に従って、時刻Ｔ＋１．２５において、基地局３１２及び３１６は再びそのフォワードリ
ンク４１０の送信強度レベル４１０を１ステップサイズだけ増大する。リバーストラフィ
ックリンクが改善されていなかったため、基地局３１４は再びその強度を低減することを
要求する強度制御ビットを受信する（すなわち、基地局３１４は再び不正確な強度制御ビ
ットを受信する）。基地局３１４は、前述されたものと同一の段階に従う。図４に示され
ているように、基地局３１４が時刻Ｔ＋１．２５において段階５５０に達した際、送信強
度レベル４３０は既に最小スレッショルド強度レベル４２０である。それゆえ、基地局３
１４の送信強度レベル４３０は最小スレッショルド強度レベル４２０に留まる。

10

20

30

40

50

(8) JP 3712920 B2 2005.11.2



【００２５】
モバイル端末１２６は、フォワードリンクの強度レベルを増大させることを要求する強度
制御ビットを送信する。基地局３１４は、最終的に正確な強度制御ビットを受信すると、
フォワードリンク上の送信強度レベル４３０を増大し、モバイル端末１２６は最終的に受
容可能な強度レベルで信号を受信する。基地局３１２及び３１６も強度制御ビットを受信
し、そのフォワードリンク上の送信強度レベル４１０を増大させる。
【００２６】
図２及び図４を比較することから明らかなように、ソフトハンドオフの間、最小スレッシ
ョルド強度レベルを有する各基地局の送信強度レベル４１０と４３０との差異は、最小ス
レッショルド強度レベルを有さない基地局の場合の送信強度レベル１４０及び１３０との
差異よりも著しく小さい。このことによって、基地局のうちのいくつかが過剰な強度レベ
ルで送信することが防止され、それゆえ、システムの総電力が低減される。
【００２７】
段階５５２において述べられているように、基地局３１２、３１４、及び３１６は、その
送信強度レベルをプロセッサ３２８に通知する。図３、４、及び６に示されているように
、段階５６５においては、強度制御グループ毎に１回、プロセッサ３２８が、ソフトハン
ドオフ状態にある基地局３１２、３１４、及び３１６から、基地局の送信強度レベルが最
小スレッショルド強度レベルに等しいか否かに係る通知を受信する。あるいは、各基地局
は、フレーム内で最小スレッショルド強度レベルにあった回数をカウントするカウンタを
保持していて、そのカウントをフレーム毎に１回、プロセッサ３２８宛に送出する。段階
５７０のいては、プロセッサ３２８が、その時間期間、おそらく１フレーム、に係る各基
地局からの全ての通知を受信したか否かがチェックされる。例えば、各基地局がプロセッ
サ３２８宛に強度制御グループ毎に１回通知を送出し、フレーム当たり１６の強度制御グ
ループが存在するため、プロセッサ３２８はフレーム毎に４８個の通知を受信する。全て
の通知を受信していない場合には、プロセッサ３２８は段階５６５へ戻って次の通知の組
を待機する。
【００２８】
プロセッサ３２８は、全ての通知を受信した場合には、段階５７５において、そのフレー
ムの間に、強度制御グループの所定の割合の間、全基地局が最小スレッショルド強度レベ
ルに等しい送信強度レベルを有していたか否かをチェックする。例えば、所定の割合が５
０％である場合が考えられ、それは、４８個の表示中で２４の強度制御グループに相当す
る。それゆえ、段階５７５では、プロセッサ３２８は、そのフレームの強度制御グループ
のうちの少なくとも２４個が最小スレッショルド強度レベルに等しい送信強度レベルを有
していたか否かをチェックする。送信強度レベルが２４あるいはそれ以上の強度制御グル
ープに亘って最小スレッショルド強度レベルに等しかった場合には、最小スレッショルド
強度のあらゆる極小に従属して、プロセッサは最小スレッショルド強度レベルを低減する
。２４個の強度制御グループ未満に関してのみ送信強度レベルが最小スレッショルド強度
レベルに等しかった場合には、プロセッサ３２８は、最小強度レベルに係るあらゆる極大
に従属して、最小スレッショルド強度レベルを増大させる。
【００２９】
所定の割合は、総送信電力を最も大きく低下させる割合に選択されるべきである。所定の
割合は、ソフトハンドオフ状態にある全ての基地局からソフトハンドオフ状態にあるモバ
イル端末へのフォワードリンクの総電力を求めるためのシミュレーションあるいは実験的
な研究の複数回の実行によって得られる。シミュレーションにおいては、基地局は、最小
スレッショルド強度レベルを有するようにプログラムされる。各シミュレーションは、基
地局が総負荷状態、すなわち全ての容量を使い切っている状態で、モバイル端末がある速
度で移動しており、基地局とモバイル端末との間にある値の信号帯雑音比を想定するよう
にセットアップされる。信号帯雑音比は
【数１】
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のように表現される。ここで、
【数２】
　
　
　
は、モバイル局における単位帯域当たりの強度レベル、すなわち、モバイル端末の地点で
測定された、モバイル端末とソフトハンドオフ状態にある基地局からの信号全ての強度レ
ベルの総和である。Ｉ o cは、無線通信システムにおける、そのモバイル端末とソフトハン
ドオフ状態に無い基地局からの信号の全ての強度レベルの総和である。Ｎ 0は、モバイル
端末のレシーバの熱雑音である。
【００３０】
各シミュレーションでは、プロセッサが最小スレッショルド強度レベルに調節する強度制
御グループの割合が特定の割合に等しいように設定される。シミュレーションでは、フォ
ワードリンクにおけるフレームエラーレートが受容可能であることを保証する充分に長い
時間における総送信電力を求めるべきである。例えば、所望のフレームエラーレートが１
％である場合には、充分に長い時間はおよそ１０，０００フレームである。この総電力が
時間に亘って平均され、シミュレーションでの平均送信電力が求められる。
【００３１】
シミュレーションは、１つの係数のみを変更し、その他の係数を同一に保って反復される
べきである。信号帯雑音比は変更されるべきである。例えば、各々、相異なった信号帯雑
音比、例えば２ｄＢ、５ｄＢ、及び８ｄＢ、を与えてシミュレーションが複数回、例えば
３回、反復される。他の係数は一定、すなわち、全基地局は総負荷状態、モバイル端末は
ある一定の速度で移動中、及び、割合は一定割合、というように保たれる。その後、モバ
イル端末が移動する速度が変化させられ、相異なった信号帯雑音比を有する３回のシミュ
レーションが反復される。速度が１回あるいは２回変化させられ、結果として全６回ある
いは全９回のシミュレーションがなされる。２つの速度を用いて２組のシミュレーション
がなされる場合には、速度として毎時３ｋｍと毎時１００ｋｍが用いられる。３組のシミ
ュレーションがなされる場合には、速度毎時３３ｋｍが第三速度として追加される。ソフ
トハンドオフ状態にある基地局の数も変化させられうるが、通常、シミュレーションは２
つあるいは３つの基地局に関して実行される。相異なった信号帯雑音比及び相異なったモ
バイル端末速度を有するシミュレーションが、基地局の数が２の場合と基地局の数が３の
場合とで反復されるべきである。プロセッサが最小スレッショルド強度レベルを調節する
強度制御グループの割合は、これらのシミュレーションにおいて一定に保たれる。各シミ
ュレーションにおいて得られた平均送信電力が、その割合に係るシミュレーション全てに
対して平均される。この平均された電力が、その割合に係る電力である。
【００３２】
その後、割合が変化させられて同一のシミュレーションが別の割合に関して実行される。
シミュレーションは、シミュレーションを実行するために利用可能なプロセッサ時間に依
存して、２ないし３、あるいはそれ以上の相異なった割合に関して実行されうる。割合に
係る電力が互いに比較され、最小電力が決定される。最小電力に係る割合が最適割合であ
り、それが、プロセッサが最小スレッショルド強度レベルを調節する強度制御グループの
所定の割合として選択されるべきである。通常、この割合は強度制御グループの１０％か
ら７０％、例えば５０％、であるが、この割合は０％から１００％の間のあらゆる値を取
りうる。
【００３３】
総送信電力の計測に加えて、各シミュレーションにおいては、シミュレーション全体を通
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じての最小スレッショルド強度レベルの値が計測される。この値は、シミュレーションに
おけるフレーム数に亘って平均され、その後、シミュレーションの回数に亘って平均され
て、各々の割合に係る平均された最小スレッショルド強度レベルが求められる。最適割合
に係る平均された最小スレッショルド強度レベルが、基地局３１２、３１４、及び３１６
における最小スレッショルド強度レベルの初期値とされるべきである。通常、この値は、
パイロット信号の強度レベルよりもおよそ８ｄＢから１０ｄＢ下である。
【００３４】
段階５７５へ戻って、その答えがノーである場合には、プロセッサ３２８は段階５７７へ
進み、最小スレッショルド強度レベルが最小スレッショルド強度レベルとして許容される
最大強度レベルに等しいか否かがチェックされる。この最大強度レベルは、基地局が総負
荷状態であって基地局とモバイル端末との間の経路損失が最大である場合に信号に必要と
される強度レベルである。最大強度レベルは、シミュレーションあるいは実験的研究のい
ずれかによって求められうる。通常、最大強度レベルは、パイロット信号の強度レベルに
対して０ｄＢから１１ｄＢ下である。例えば、データレート９６００を有するＣＤＭＡ２
０００　１Ｘシステムにおいては、最高強度レベルはパイロット信号の強度レベルから０
ｄＢ下であることが可能である。
【００３５】
段階５７７での答えがノーである場合には、段階５７８において、プロセッサ３２８がス
レッショルドステップサイズを決定する。スレッショルドステップサイズは、全基地局か
らの送信強度レベルが最小スレッショルド強度レベルに等しい時間の回数に基づいて、そ
のサイズが変化することが望ましい。このことにより、スレッショルドステップサイズが
送信強度レベルにより応答することが可能となる。あるいは、スレッショルドステップサ
イズは固定されたステップサイズであることも可能である。
【００３６】
式（１）は、全基地局からの送信強度レベルが最小スレッショルド強度レベルに等しい時
間の回数に基づいてそのサイズが変化するスレッショルドステップサイズを得るための一
つの方法を例示している。Ｅ uは対応する基地局の送信強度レベルが最小スレッショルド
強度レベルと等しくない時間の回数である。Ｎはフレーム内の強度制御グループの個数で
ある。Ａ Nはソフトハンドオフ状態にある基地局の個数である。Ｆ dは、最小強度レベルの
調節のきっかけとなる、最小スレッショルド強度レベルに等しい送信強度レベルを有する
強度制御グループの、所定の割合である。Δ dは、フレーム毎のスレッショルドステップ
サイズの取りうる最大値をｄＢで表現したものである。
【数３】
　
　
　
【００３７】
例えば、３つの基地局がソフトハンドオフ状態にあり、所定の割合が５０％、それぞれの
基地局の送信強度レベルが最小スレッショルド強度レベルに等しくない時間の数が２０、
そしてフレーム当たりの可能なダウンステップサイズの最大値が０．５の場合、式（１）
を用いることによって、スレッショルドステップサイズは、
【数４】
　
　
となる。
【００３８】
スレッショルドステップサイズを決定した後、段階５８０で、プロセッサ３２８は、最小
スレッショルド強度レベルを、スレッショルドステップサイズあるいは最小スレッショル
ド強度レベルを許容された最高の強度レベルにする値のうちのより小さいものの分だけ増
大させる。プロセッサ３２８は段階５９５へ進み、調整されたスレッショルド強度レベル
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を基地局宛に送信する。その後、プロセッサ３２８は段階５６５へ戻り、次の送信強度レ
ベルを待機する。段階５７７での答えがイエスである場合には、プロセッサは最小スレッ
ショルド強度レベルを調整せず、段階５６５へ戻って次の送信強度レベルを待機する。
【００３９】
段階５７５での答えがイエスである場合には、プロセッサ３２８は、段階５８５で、最小
スレッショルド強度レベルが、最小スレッショルド強度レベルとして許容される最小の値
に等しいか否かをチェックする。この最小強度レベルは、基地局が総負荷状態であって、
基地局とモバイル端末との間の経路損失が最小である場合の通話に必要とされる強度レベ
ルである。最小強度レベルは、シミュレーションあるいは実験的研究のいずれかによって
求められうる。通常、最小強度レベルはパイロット信号の強度レベルより８ｄＢから２０
ｄＢ下である。例えば、９６００のデータレート及び１．２２８８Ｍチップ／秒のチップ
レートを有するＣＤＭＡ２０００　１Ｘシステムにおいて、最小強度レベルはパイロット
信号の強度レベルより２０ｄＢ下である。
【００４０】
段階５８５での答えがノーである場合には、プロセッサ３２８は、段階５８７において、
前述された式（１）を用いてスレッショルドステップサイズを決定する。例えば、３つの
基地局がソフトハンドオフ状態にあり、所定の割合が５０％、それぞれの基地局の送信強
度レベルが最小スレッショルド強度レベルに等しくない時間の数が３０、そしてフレーム
当たりの可能なダウンステップサイズの最大値が０．５の場合、式（１）を用いることに
よって、スレッショルドステップサイズは、
【数５】
　
　
となる。
【００４１】
スレッショルドステップサイズを決定した後、段階５９０で、プロセッサ３２８は、最小
スレッショルド強度レベルを、スレッショルドステップサイズあるいは最小スレッショル
ド強度レベルを許容された最低の強度レベルにする値のうちのより小さいものの分だけ減
少させる。プロセッサ３２８は段階５９５へ進み、調整されたスレッショルド強度レベル
を基地局宛に送信する。その後、プロセッサ３２８は段階５６５へ戻り、次の送信強度レ
ベルを待機する。段階５８５での答えがイエスである場合には、プロセッサは最小スレッ
ショルド強度レベルを調整せず、段階５６５へ戻って次の送信強度レベルを待機する。
【００４２】
あるいは、最小スレッショルド強度レベルが、それぞれ段階５７７及び５８５において許
容されている最大あるいは最小強度レベルのいずれかに等しい場合には、プロセッサは段
階５９５へ進んで最小強度レベルを送信することも可能である。その後、プロセッサ３２
８は段階５６５へ戻って次の送信強度レベルを待機する。
【００４３】
図７、８、９、及び１０は、各基地局がスレッショルド強度レベルを他の基地局からの入
力無しに局所的に調節し、その送信強度レベルを調節する場合を例示している。モバイル
端末１２６は、フォワードリンクの送信強度レベルの調節を要求する強度制御ビット（Ｐ
ＣＢ）を送信する。例えば、モバイル端末１２６は、基地局が送信強度レベルを増大させ
ることを要求する強度制御ビットを送信する。段階７００では、基地局６１２、６１４、
及び６１６の各々が強度制御ビットを受信する。基地局６１２及び６１６は、基地局がそ
の送信強度レベルを増大することを要求する強度制御ビットを受信する。しかしながら、
モバイル端末１２６と基地局６１４との間のリバーストラフィックリンクにおけるフェー
ジング及び／あるいは干渉のために、基地局６１４は、その送信強度レベルを低減するこ
とを要求する強度制御ビットを受信する（すなわち、不正確な強度制御ビットを受信する
）。段階７１０では、基地局６１２、６１４、及び６１６の各々が、受信された強度制御
ビットが送信強度レベルを最小スレッショルド強度レベルに調節することを指示している
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か否かをチェックする。この例の場合では、各基地局が、各基地局は、強度制御ビットが
その送信強度レベルを低減することを指示しているか否かをチェックする。基地局６１２
及び６１６に関しては、段階７１０での答えはノーである。図１０に示されているように
、時刻Ｔにおいて、これら２つの基地局は段階７２０へ進み、その送信強度レベル８１０
を、強度制御ビットによって表わされているように、１ステップサイズだけ増大させるよ
うに調節する。その後、基地局６１２及び６１６は、段階７３５に進み、各基地局は、そ
のフレームの間に、強度制御グループの所定の割合の間、最小スレッショルド強度レベル
に等しい送信強度レベルを有していたか否かをチェックする。例えば、所定の割合が５０
％である場合には、各基地局がフレーム毎に１６個の強度制御グループを受信するため、
それは、８個の強度制御グループに相当する。それゆえ、段階７３５では、各基地局が、
そのフレームの強度制御グループのうちの少なくとも８個が最小スレッショルド強度レベ
ルに等しい送信強度レベルを有していたか否かをチェックする。段階７３５での答えがノ
ーである場合には、段階７４０において、基地局６１２及び６１６の各々が、最小スレッ
ショルド強度レベルが最小スレッショルド強度レベルとして許容されている最大強度レベ
ルに等しいか否かをチェックする。
【００４４】
段階７４０における答えがノーである場合には、段階７４２において、各基地局は式（１
）を用いてスレッショルドステップサイズを計算する。しかしながら、基地局はそれ自体
に関する情報しか有していないため、ソフトハンドオフに関与している基地局数、Ａ N、
は、実際にソフトハンドオフに関与している基地局数にかかわらず、１にセットされる。
よって、段階７４５において、基地局６１２及び６１６は、最小スレッショルド強度レベ
ルを、スレッショルドステップサイズあるいは最小スレッショルド強度レベルを許容され
た最高の強度レベルにする値のうちのより小さいものの分だけ増大させる。その後、基地
局６１２及び６１６は、段階７００へ戻って次の強度制御ビットを待機する。段階７４０
における答えがイエスである場合には、基地局は最小スレッショルド強度レベルを調節せ
ず、段階７００へ戻って次の強度制御ビットを待機する。
【００４５】
段階７３５での答えがイエスである場合には、段階７５０において、各基地局が、最小ス
レッショルド強度レベルが最小スレッショルド強度レベルとして許容される最小の値に等
しいか否かをチェックする。段階７５０での答えがノーである場合には、段階７５２にお
いて、各基地局が式（１）を用いてスレッショルドステップサイズを計算する。しかしな
がら、基地局はそれ自体に関する情報しか有していないため、ソフトハンドオフに関与し
ている基地局数、Ａ N、は、実際にソフトハンドオフに関与している基地局数にかかわら
ず、１にセットされる。その後、段階７５５において、各基地局は、最小スレッショルド
強度レベルを、スレッショルドステップサイズあるいは最小スレッショルド強度レベルを
許容された最低の強度レベルにする値のうちのより小さいものの分だけ減少させる。その
後、基地局６１２及び６１６は、段階７００へ戻って次の強度制御ビットを待機する。段
階７５０における答えがイエスである場合には、基地局は最小スレッショルド強度レベル
を調節せず、段階７００へ戻って次の強度制御ビットを待機する。
【００４６】
段階７１０の答えは基地局６１４に関してはイエスであり、段階７６０へ進んで、送信強
度レベル８３０が最小スレッショルド強度レベル８２０から１ステップサイズ以内である
か否かがチェックされる。段階７６０の答えがノーである場合には、段階７６５において
、基地局は送信強度レベルを１ステップサイズだけ低減するように調節し、段階７３５へ
進んで、前述されているようにその最小スレッショルド強度レベルを調節する。この例の
ように、段階７６０の答えがイエスである場合には、基地局６１４は段階７７０へ進み、
その送信強度レベル８３０を最小スレッショルド強度レベル８２０に等しいように調節す
る。その後、基地局６１４は段階７３５へ進み、前述されているようにその最小スレッシ
ョルド強度レベルを調節する。
【００４７】
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基地局６１４は最強のフォワードリンクを有していてそのフォワードリンクの送信強度レ
ベル８３０を低減したため、モバイル端末１２６は依然として信号を所望の強度で受信し
ない。モバイル端末１２６は、基地局がフォワードリンクの強度を増大させることを要求
する別の強度制御ビットを送信する。段階７００において、基地局６１２及び６１６は、
基地局がその強度を増大させることを要求する強度制御ビットを受信する。その後、前述
された段階に従って、時刻Ｔ＋１．２５において、基地局６１２及び６１６は再びそのフ
ォワードリンクの送信強度レベルを１ステップサイズだけ増大する。リバーストラフィッ
クリンクが改善されていなかったため、基地局６１４は再びその強度を低減することを要
求する強度制御ビットを受信する。基地局６１４は、前述されたものと同一の段階に従う
。図１０に示されているように、基地局６１４が時刻Ｔ＋１．２５において段階７６０に
達した際、送信強度レベル８３０は既に最小スレッショルド強度レベル８２０である。そ
れゆえ、基地局６１４の送信強度レベル８３０は最小スレッショルド強度レベル８２０に
留まる。
【００４８】
モバイル端末１２６は、フォワードリンクの強度レベルを増大させることを要求する強度
制御ビットを送信する。基地局６１４は、最終的に正確な強度制御ビットを受信すると、
フォワードリンク上の送信強度レベル８３０を増大し、モバイル端末１２６は最終的に受
容可能な強度レベルで信号を受信する。基地局６１２及び６１６も強度制御ビットを受信
し、そのフォワードリンク上の送信強度レベル８１０を増大させる。
【００４９】
図１０より明らかなように、各基地局が最小スレッショルド強度レベルを調節するため、
最小スレッショルド強度レベルは基地局毎に変化しうる。しかしながら、送信強度レベル
はそれほど大幅に異なることはない。なぜなら、基地局は最小スレッショルド強度レベル
をスレッショルドステップサイズずつ調節するためであり、送信強度レベルは最小強度レ
ベル未満にはなり得ないからである。それゆえ、ソフトハンドオフの間の最小スレッショ
ルド強度レベルを有する基地局の送信強度レベル８１０と８３０との間の差異は、最小ス
レッショルド強度レベルを有さない基地局の送信強度レベルの間の差異よりも著しく小さ
い。このことは、基地局が過大な強度レベルで送信することを防止し、それゆえ、システ
ムの総電力を低減する。
【００５０】
図７及び図５を参照して、スレッショルド強度レベルが固定されていて、各基地局に固定
されたスレッショルド強度レベルがプログラムされており、及び、各基地局がその送信強
度レベルをどのように調節するかを局所的に決定する場合が以下に記述される。この場合
には、基地局は、前述された、プロセッサによって調節される最小スレッショルド強度レ
ベルの場合の方法の一部に従う。適用可能な部分には、プロセッサを有さない基地局によ
って実行される段階、すなわち、段階５００から段階５５０まで、が含まれる。
【００５１】
段階５００においては、基地局は強度制御ビットそ受信する。段階５１０では、基地局６
１２、６１４、及び６１６の各々が、受信された強度制御ビットがその送信強度レベルを
最小スレッショルド強度レベルに向かって調節することを指示しているか否かがチェック
される。この場合には、各基地局は、強度制御ビットがその送信強度レベルを低下させる
ことを指示しているか否かをチェックする。特定の基地局において段階５１０での答えが
ノーである場合には、その基地局は段階５２０へ進み、その送信強度レベルを１ステップ
サイズだけ調節する。その後、基地局は段階５００へ戻り、次の強度制御ビットを待機す
る。段階５１０での答えがイエスである場合には、基地局は段階５３０へ進み、その送信
強度レベルが最小スレッショルド強度レベルから１ステップサイズ以内であるか否かをチ
ェックする。段階５３０での答えがノーである場合には、段階５４０において、基地局が
その送信強度レベルを１ステップサイズだけ調節し、段階５００へ戻って次の強度制御ビ
ットを待機する。段階５３０での答えがイエスである場合には、基地局は段階５５０へ進
み、その送信強度レベルを最小スレッショルド強度レベルに等しくなるように調節する。
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その後、基地局は段階５００へ戻って次の強度制御ビットを待機する。
【００５２】
前述された方法と同様に、固定された最小スレッショルド強度レベルは、ソフトハンドオ
フ状態にある基地局の送信強度レベル間の差異を、固定された最小スレッショルド強度レ
ベルを有さない基地局の送信強度レベル間の差異より小さく保つ。このことは、基地局が
過大な強度レベルで送信することを防止し、それゆえ、システムの総電力を低減する。
【００５３】
固定された最小スレッショルド強度レベルは、総送信電力を最大に低減する最小スレッシ
ョルド強度レベルであるように選択されるべきである。通常、この値はパイロット信号の
強度レベルよりもおよそ８ｄＢから１０ｄＢ下である。
【００５４】
固定された最小スレッショルド強度レベルは、プロセッサによって調節される最小スレッ
ショルド強度レベルの場合に関して前述されているように、シミュレーションあるいは実
験的研究を実行することによって求められうる。最適割合に係る平均された最小スレッシ
ョルド強度レベルが基地局の固定された最小スレッショルド強度レベルであるべきである
。
【００５５】
ソフトハンドオフ状態にある各々の基地局は、ソフトハンドオフ状態にあるモバイル局と
通信する場合には、固定されたスレッショルド強度レベルに関して同一の値を有するべき
である。この固定されたスレッショルド強度レベルは、プライマリ基地局によって決定さ
れてソフトハンドオフの開始時にセコンダリ基地局へ供給されるか、あるいは、固定され
たスレッショルド強度レベルがＭＳＣ６２０などの中央位置において決定されてソフトハ
ンドオフ状態にある全ての基地局に供給される。別のソフトハンドオフ状態にある基地局
は、そのソフトハンドオフ状態にあるモバイル局と通信する際に、固定されたスレッショ
ルド強度レベルとして同一の値を使うことも可能であり、また、他の値を用いることも可
能である。
【００５６】
前述された実施例は全て最小スレッショルド強度レベルに関して記述されているが、これ
ら実施例の全てが、最大強度レベル、あるいは最小及び最大スレッショルド強度レベルの
双方を含むことが可能である。最小スレッショルド強度レベルと同様に、最大スレッショ
ルド強度レベルが、最小の総電力を得るために選択される。最大スレッショルド強度レベ
ルは、最小スレッショルド強度レベルと同様の方式で選択されうる。しかしながら、最大
スレッショルド強度レベルを追加することが、送信された信号において受容不能な個数の
エラーにつながらないように保証するためには、注意がなされなければならない。例えば
、最大スレッショルド強度レベルが調節可能な場合には、最大スレッショルド強度レベル
は、最大スレッショルド強度レベルに等しい強度レベルを有する強度制御グループの割合
が、フレーム内でソフトハンドオフ状態にある全ての基地局からの強度制御グループのお
よそ１％から５％である場合には修正されるべきである。
【００５７】
以上の説明は、本発明の一実施例に関するもので，この技術分野の当業者であれば、本発
明の種々の変形例が考え得るが、それらはいずれも本発明の技術的範囲に包含される。よ
って、前述された実施例においては時間期間が１フレームであって時間間隔が１強度制御
グループであるが、少なくとも１時間間隔を有するあらゆる時間期間を用いることが可能
であり、フォワードリンクの強度レベル測定がなされうるようなあらゆる時間間隔が用い
られうる。例えば、時間期間が数フレームであることは可能であり、また、１強度制御グ
ループあるいは数強度制御グループであることも可能である。後者は、フォワードリンク
に係る強度測定がなされる１．２５ミリ秒の時間間隔である。時間間隔は、数強度制御グ
ループであることも可能であり、あるいは１もしくは数フレームであることも可能である
。
【００５８】
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さらに、前述された実施例においては、プロセッサが中央位置、例えばＭＳＣ、に配置さ
れているが、プロセッサは基地局の一つに配置されることも可能である。あるいは、処理
機能がＭＳＣ及び複数個の基地局の間で分散されていることも可能であり、また、単にい
くつかの基地局の間で分散されていることも可能である。
【００５９】
【発明の効果】
以上述べたごとく、本発明によれば、ソフトハンドオフ状態において、複数個の基地局の
強度レベル間のばらつきを低減しつつ強度を迅速に制御する方法が提供される。
【図面の簡単な説明】
【図１】　無線通信システムの一部を模式的に示すブロック図。
【図２】　図１における基地局に関するフォワードリンクトラフィックチャネルの強度レ
ベルを時間の関数として示したグラフ。
【図３】　各基地局のスレッショルド強度レベルを有するプロセッサを有している場合の
本発明に係る無線通信システムの一部を模式的に示すブロック図。
【図４】　図３における基地局のフォワードリンクトラフィックチャネルの強度レベルを
時間の関数として示したグラフ。
【図５】　基地局がスレッショルド強度レベルを有する場合の基地局の強度レベルを制御
する方法を示す流れ図。
【図６】　基地局がスレッショルド強度レベルを有する場合の基地局の強度レベルを制御
する方法を示す流れ図。
【図７】　基地局がスレッショルド強度レベルを有する場合の本発明に係る無線通信シス
テムの一部を模式的に示すブロック図。
【図８】　基地局がスレッショルド強度レベルを有する場合の基地局の強度レベルを制御
する方法を示す流れ図。
【図９】　基地局がスレッショルド強度レベルを有する場合の基地局の強度レベルを制御
する方法を示す流れ図。
【図１０】　図７における基地局のフォワードリンクトラフィックチャネルの強度レベル
を時間の関数として示したグラフ。
【符号の説明】
１００　ＣＤＭＡシステム
１０２、１０４、１０６　セル
１１２、１１４、１１６　基地局
１２０　移動体交換センター
１２２　地域及び／あるいは長距離伝送ネットワーク
１２８　選択分配ユニット
１３０、１４０　強度レベル
３１２、３１４、３１６　基地局
３２０　移動体交換センター
３２８　プロセッサ
４１０、４３０　強度レベル
４２０　最小スレッショルド強度レベル
６１２、６１４、６１６　基地局
６２０　移動体交換センター
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】
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【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】
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